
自己資本額に応じたリスクとするための措置の制度の見直しに伴う 

金利スワップ取引清算業務に関する業務方法書の一部改正について 

Ⅰ．改正趣旨 

当社の金利スワップ取引清算業務に関して、２０１４年のクライアント・クリア

リングの開始以降、クライアントによる利用は増加を続けている。今後のクライア

ント・クリアリングのさらなる利用拡大に備える観点等から、清算参加者の自己資

本額に応じたリスクとするための措置の対象となる当初証拠金所要額水準について

見直しを行う。これに伴って、金利スワップ取引清算業務に関する業務方法書につ

いて、別紙のとおり所要の改正を行う。

Ⅱ．改正概要 

・ 清算参加者の自己資本額に応じたリスクとするための

措置 ※の対象となる水準を、取引口座に応じて以下の

とおりとする。

※ 当該清算参加者を当事者とする清算対象取引について新

たな債務負担の全部又は一部の停止並びにポジション保有

状況の改善指示

（１） 清算参加者の自己取引口座及び当該清算参加者と

同一の企業集団に含まれる清算委託者のために設

定された委託取引口座の当初証拠金所要額合計額

が、当該清算参加者の自己資本額の２００パーセン

トを超えた場合

（２） 清算参加者の自己取引口座及びすべての委託取引

口座の当初証拠金所要額合計額が、当該清算参加者

の自己資本額の４００パーセントを超えた場合

（備  考） 

･ 金利スワップ取引清

算業務に関する業務

方法書第２９条の３

第１項 

Ⅲ．施行日 

２０２０年８月１日から施行する。 

以   上 
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新 旧

（自己資本額に応じたリスクとするための措置）

第２９条の３ 当社は、次の各号に掲げる口座に係

る当初証拠金所要額の合計額が、当該各号に定め

る基準を超えた場合には、清算参加者を審問のう

え、当該清算参加者を当事者とする清算対象取引

について新たな債務負担の全部又は一部の停止

の措置を行うとともに、取締役会の決議によるポ

ジション保有状況の改善指示の措置を行うこと

ができる。

（１） 清算参加者の自己取引口座及び委託取引

口座（当該清算参加者と同一の企業集団に含ま

れる清算委託者のために設定されたものに限

る。）に係る当初証拠金所要額の合計額

当該清算参加者の自己資本額の２００パー

セント

（２） 清算参加者の自己取引口座及びすべての

委託取引口座に係る当初証拠金所要額の合計

額

当該清算参加者の自己資本額の４００パー

セント

２ （略）

付  則

この改正規定は、令和２年８月１日から施行す

る。

（自己資本額に応じたリスクとするための措置）

第２９条の３ 当社は、清算参加者の自己取引口座

及びすべての委託取引口座に係る当初証拠金所

要額の合計額が、当該清算参加者の自己資本額の

２００パーセントを超えた場合には、当該清算参

加者を審問のうえ、当該清算参加者を当事者とす

る清算対象取引について新たな債務負担の全部

又は一部の停止の措置を行うとともに、取締役会

の決議によるポジション保有状況の改善指示の

措置を行うことができる。

２ （略）


